
 

 

 

 

 

 

《青森県を高レベルの最終処分地としない条例制定を求める請願署名》 

42,427筆の署名簿を添えて県議会議長へ提出しました！ 
～10月 11日、県議会本会議で採決予定！傍聴者を募っています～ 

 ９月 21日、「条例制定を求める県民の会」は共同代

表５名、事務局スタッフ６名の合計 11名が青森県庁を

訪問しました。青森県知事への面会を求めていました

が、対応したのは原子力立地対策課小田桐課長代理以下

５名でした。いつものことですが、こうした私たちの申

入や要請に対して課長すら出てこないという状況です。 

 申し入れは冒頭、古村共同代表より主旨説明を行い、

奥村共同代表が県知事宛の要請文書を手交しました。そ

の後 30分程度、要請趣旨説明などのやり取りを行いま

した。この中で県の最高責任者がこうした県民の声に耳

を傾けようとしない姿勢、あるいはすでに最大保管期限

50年の半分を経過していることを指摘し、県が国に対

して搬出へ向けてどの様な行動を取っているのかなどを

追及しました。県側の回答はいつも通り、節目節目で経

産大臣などに確約の繰り返していると述べるに留まりま

した。その後、青森県議会三橋議長を訪ね、浅石共同代

表が 42.427筆の署名簿を添えて、本条例を一日も早く制

定するよう請願の趣旨を訴えながら手交しました。三橋議

長は「青森県を最終処分場にしないという思いは私も同

じ」と述べながら受け取りました。請願書については 10

月６日の県議会商工労働観光エネルギー委員会を経て 11

日の県議会本会議に付託される予定となっています。 

 なお、この署名活動は一昨年８月にスタートしましたが

コロナ禍もあり、当初計画した大々的な戸別訪問署名や街

頭宣伝署名などが出来ないまま、県内の各反原発団体や労

働組合、生協などが創意工夫をもって取組まれたもので

す。下北地域においても「核の中間貯蔵施設はいらない下

北の会」（野坂庸子代表）を通じてフォーラム会員や本情

報紙読者も含めて 373筆の賛同を頂きました。また、「原

発核燃をなくす下北の会」（中島寿樹代表）からも 65筆

の署名を頂きました。ご協力に心より感謝申し上げます。 

    ※県議会傍聴希望者は栗橋までご一報ください。 
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   青森県議会議長あてに提出した請願書（抜粋） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

県名 自治体 制定日

北海道 2000/10/24

幌延町 2000/5/11

中川町 2021/6/21

美瑛町 2018/3/16

浦河町 2018/6/20

積丹町 2021/3/15

島牧村 2020/12/16

蘭越町 2021/12/16

黒松内村 2021/3/17

豊浦町 2021/10/18

せたな町 2021/6/9

久慈市 2021/3/19

野田村 2020/12/11

普代村 2020/12/11

田野畑村 2021/3/8

岩泉町 2020/12/8

宮古町 2020/6/23

釜石市 2020/6/26

大郷町 2008/3/18

加美町 2014/9/25

岐阜県 土岐市 1999/3/30

京都府 宮津市 2015/4/1

和歌山県 白浜町 2019/12/18

岡山県 (旧)湯原町 1991/4/1

島根県 西ノ島町 2004/7/2

高知県 東洋町 2007/5/21

宮崎県 (旧)南郷町 2005/3/25

南さつま市 2020/3/18

東串良町 2017/12/21

肝付町 2018/3/5

錦江町 2015/12/10

南大隅町 2012/12/25

西之表市 2000/7/6

中種子町 2000/9/28

南種子町 2001/6/27

屋久島町 2018/9/14

十島村 2001/3/23

大和村 2017/10/16

宇検村 2007/6/20

(旧)笠沙町 2005/3/30

(旧)上屋久町 2000/12/26

(旧)屋久町 2000/3/30

北海道

岩手県

宮城県

鹿児島県

全国で核廃棄物受入拒否条例
を制定している自治体 

（2022 年９月現在） 

平成６年 11月 19日 

核燃料サイクルの確立は我が国の原子力政策にとって最も重要な課題であり、

青森県六ヶ所村において計画が進められている核燃科サイクル事業に対する貴職

をはじめとする青森県関係者の皆様の御理解と御協力に対し、深く敬意を表する

とともに心から感謝いたします。平成６年 11 月 16 日付青むつ第 501 号をもって

貴職より照会のあった事項については、下記のとおり回答します。 
 

青森県知事 北村正哉殿 
 

科学技術庁長官 田中眞紀子 

1.廃棄物管理施設について 

青森県六ヶ所村で建設が進められている返還高レベル放射性廃棄物ガラス固化

体に関する廃棄物管理施設は、ガラス固化体の一時貯蔵を行う施設であり、処分

場となるものではありません。当該施設において日本原燃(株)により貯蔵管理さ

れるガラス固化体については、管理期間は 30 年間から 50 年間とされ、管理期間

終了時点では、電気事業者が最終的な処分に向けて搬出することとしています。

科学技術庁としてはガラス固化体が管理施設において適切に管理され管理期間の

終了時点でガラス固化体が当該施設より搬出されるよう指導していく所存です。 

2.高レベル放射性廃棄物の処分の具体化に向けた努力について（省略） 

3.高レベル放射性廃棄物の処分について 

青森県において高レベル放射性廃棄物の最終処分が行われないことを明確化す

る旨の今般の貴職の照会については、 核燃科サイクル事業はもとより、原子力

船「むつ」開発など国の原子カ政策の推進に貢献されてきている貴職がその意向

を明確にされたものであり、これを重く受けとめるべきものと認識しています。

高レベル放射性廃棄物の処分予定地の選定については、処分事業の実施主体の設

立を待って行うこととされています。実施主体による処分予定地の選定について

は、地元の意向を十分尊重して進めることとしてきていますが、地元の意向が確

実に取り入れられるよう、地元の了承を得て選定を行うこととし、その旨が長期

計画に明記されました。このように、処分予定地の選定は、地元の了承なしに行

われることはなく、また、今般、貴職は、青森県において処分が行われないこと

を明確にするよう照会されています。科学技術庁としては、今後、 処分事業の

実施主体が処分予定地の選定を進める際に、関係機関の協力を得つつ、貴職の意

向が踏まえられるよう努める所存です。このような状況においては、青森県か高

レベル放射性廃棄物の処分地に選定されることはありません。 

 

《請願趣旨》 

 青森県六ヶ所村の高レベル放射性廃棄物 (ガラス固化体) 一時貯蔵施設におけ

る賍蔵期間は 30年から 50年であり、 初搬入の 1995年から、 すでに 27年が過

ぎました。最終処分場操業までに 30年必要とされるにもかかわらず、最終処分

地の候浦地すら決まっていません。再処理工場が動き出せば、高レベル放射性廃

棄物は増える一方です。このままでは青森県が最終処分地となる不安がますます

高まります。 

 青森県を最終処分地としないことは、県民の総意です。このことを内外に明確

に示し、青森県を最終処分地としないための条例を制定する必要があります。 

 よって、条例制定の提案権と議決権のある青森県議会議長に、署名者数

42,427筆分の署名簿を添えて請願するものです。 
 

《請願事項》 

 「青森県を高レベル放射性廃棄物の最終処分地としない条例」を制定すること 
 

 青森県議会議長 三 橋 一 三 殿 

青森県が金科玉条としている国との確約文書（抜粋） 



《むつ市議会第 253回定例会》 

市民生活に直結するテーマが示されました。 

子供医療費の無料化、下水道工事の中断検討など 

 

   
  

              

 

9/9 東奥日報 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

 
 

 

８月 23日開会されたむつ市議会は、旧むつ市、大畑町地区で進

められている下水道事業について費用面からも「合併処理浄化槽方

式」への転換を視野に入れながら新設区間について計画を中断する

方向で検討する方向性が示されました。また明年４月より 18歳未

満の保険診療分医療費の無料化を実施する計画が示されました。 

 



むつ中間貯蔵施設もあらたな局面を迎えました。 
(1)建屋工事などの詳細設計工事認可（設工認）がありました。 

 リサイクル燃料貯蔵は、８月 16日に事業遂行上の工

事の詳細設計について原子力規制委員会の認可を受けた

と発表しました。今後は安全対策工事の本格実施に入る

としています。また、使用前事業者検査や、設備の運用

方法などを定めた保安規定の制定などが残された課題だ

としています。しかし、実際の操業へ向けては、青森県

やむつ市との安全協定締結などが必要となります。保管

期限後の使用済燃料の搬出先とされていた「第２再処理

工場」の検討は今やどこにも存在しません。六ヶ所村の

再処理工場も完成のメドは立っておらす、中間貯蔵する

前提となる再処理事業が全く見越せない状態であること

は明らかです。 

 このように受け入れた燃料の搬出先が見えないまま、今

後の様々な手続きが進んだとしても実際の操業開始は不透

明であることに変わりはありません。万が一、再処埋工場

が完成していない状況で中間貯蔵事業が始まれば、核燃料

サイクルで処理し切れない使用済み燃料を保管するという

本来の事業目的と整合性が取れません。そうした意味でも

今後の具体的な操業時期は再処理工場の完成時期などに密

接な関連を持ち、その影響を受けるのは必至です。 

 また、大間原発の工事再開未定もあらためて報じられる

など再処理したＭＯＸ燃料の利用方法についても宙に浮い

たままです。仮に使用済核燃料が貯蔵された場合、そのま

ま永久放置となる可能性は十二分にあります。

(2)むつ市は懸案の核燃料税の新設に認可のメドが立ったとして自画自賛していますが… 

 むつ市が当初、条例化した制度を大幅に後退させて総

務省の内認可があったことが報じられ、９月 16日には

むつ市議会の使用済み核燃料税特別委員会が開催され、

その経過について議員への説明がありました。今後の取

り扱いは政治的課題ではなく実務的な課題として、その

対応についてもむつ市当局は税務課管轄案件としたと発

表しました。 

 しかし、根本問題は何一つ解決していません。課税対 

象事業者（RFS社）との交渉は全く進んでいません。 

 むつ市同様に課税方針を打ち出している青森県との調整

も全く議論されていません。こうした状況で事業者側がむ

つ市との交渉において、青森県との対応に先んじて了解点

に達するとは考えられません。 

 何としても 50年後の行く先不明朗なままでの使用済み

核燃料の搬入を認めるわけには行きません。今ならまだ引

き戻せます。 

8/17 デーリー東北                     8/17 東奥日報 

 



 

 こうした中間貯蔵施設を巡る２つの課題について「デー
リー東北」紙はかなり適確に捉えて報道していました。 
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アベ国葬許さない！むつ市内でも街宣行動を実施しました～９月 27日 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 
 

核燃サイクル・中間貯蔵施設問題で学習会 

 「核の中間貯蔵はいらない！下北の会」（野坂庸子代

表）は９月 27 日、むつ市来さまい館に山田清彦氏（核

燃サイクル阻止１万人訴訟原告団事務局長）を迎え、10

名が参加し、学習会を開催しました。 

 主なテーマは①今後の青森県の各種原子力事業のスケ

ジュールの確認とその見通し、②六ヶ所村再処理工場を

巡る現在の状況、特に７月に発生した高レベル廃液建屋

での冷却機能停止という一歩間違えれば大惨事へ繋がる

事故の実態、などについて学び合いました。 

 また、昨今、新たな段階を迎えようとしているむつ中

間貯蔵施設を巡る情勢についても話し合いました。 

 学習会後は今後の活動予定などについても話し合いま 

した。来る 11月 13日（日曜）に『反核燃秋の共同行動

inむつ』を２年ぶりに開催することし、今後は市内の２

つの市民団体を中心に実行委員会を結成して集会形式や内

容などを決めていくこととしました。 

 また、中間貯蔵施設問題が新たな局面を迎えつつあるこ

とを念頭に 10月中にむつ市に対して何点かの申し入れ行

動をすることとしました。申し入れの主なポイントは①少

なくとも再処理工場の操業が確認されるまでは搬入を認め

ないこと、②柏崎刈羽原発からの搬入が困難だとしても関

西電力などの協定外電力会社からの搬入は絶対認めないこ

と、➂国が核燃サイクル事業撤退を決めた場合に市当局は

どの様な対応をするのか、などを計画しています。  

 ９月 27日、多くの国民が疑問視する中

で安倍元首相の国葬が執り行われまし

た。この国葬には県市長会を代表して同

会の副会長である宮下むつ市長、県市議

会議長会の副会長である大瀧むつ市議会

議長が参列した模様であります。いずれ

も会長職が出席出来なかったためとされ

ています。 

 こうした中、むつ市内でも有志 10名に

より、国葬開催の同日、同時刻よりマエ

ダ本店前で街頭アッピール行動を行いま

した。 

 秘密保護法・安保法制（戦争法）・共

謀罪法といった一連の政策は、憲法第九

条をないがしろにした戦争する国づくり

政策、そしていまだ未解決の森友事件、

桜を見る会などの国政の私物化など、そ

の罪状は全く国葬に値しないことを市民

に訴えました。そして、こうした政策を

積極的に継承しようとする岸田内閣への

批判も併せて訴えました。 

 

 マエダ前で通りがかり

の方に国葬の是否を投票

してもらいました。 



◀◀◀◀◀◀東通村、あらたな課題発生！▶▶▶▶▶▶ 

三菱セメント青森工場（尻屋）今年度末で廃止、下北交通バス路線大幅削減 

★またひとつ、国策会社が撤退しました。 

関連企業もあり地域住民の雇用が心配です 
 国策である「東北開発株式会社法」に基づき、1979

年４月に青森セメント工場として操業を開始しました。

主要原料である石灰石は、隣接する日鉄鉱業より購入、

製品のセメントも全量を海上輸送により各地へ出荷して

いました。1991 年、東北開発㈱が三菱マテリアル㈱に合

併されたことにより、同工場も三菱マテリアル㈱青森工

場へ編成替え、更に 1998 年 10 月に宇部興産㈱と再統合

し今日まで事業展開してきました。 

 日鉄鉱業㈱と共に下北唯一の重工業として東通村の地

域経済の大きな柱でした。ピーク時には年間約 150 万ト

ンの生産量がありましたが、昨今はセメント需要が減っ

たこともあり、今年度限りで廃止するとのことです。 

★村北東部の住民の足、大きく減少します。 

東通村のバス４路線今年度いっぱいで廃止 
 下北交通㈱が運行する東通村内の路線バス 4 路線が、

明年３月末で廃止される予定とのことです。利用者減少

や原油高のための合理化の一環とのことです。 

 廃止されるのは村内７路線のうち、尻労線、蒲野沢

線、野牛線、大利線の４路線です。また、尻屋線と尻屋 

崎線は大きく減便となる予定です。 

 村によると、下北交通㈱は９月９日付けで東北運輸局

にバス路線廃止を申請し、15 日に村当局に申し入れまし

た。村側は 27 日の村議会全員協議会で議員へ説明をしま

した。村の担当者は「高校生の通学などに大きな影響が

出る。交通の代替手段について協議し、12 月をメドに対

策を発表する」としています。（デーリー東北より抜粋） 

 

    

   

   

 

 

 

 

 

9/28 朝日新聞→ 

 

9/28 東奥日報→ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

お知らせ板 
「デーリー東北」紙で

は７月から隔週で旧大

畑線の各駅周辺を隔週

日曜日、計８回にわた

り『追憶の鉄路』とい

う見出しで連載してい

ます。10月９日最終

回の予定です。ご希望

の方には掲載記事のコ

ピーを進呈します。Ａ

４判８ページになりま

す。下記までご連絡頂

ければ 10 月 10日以降

に郵送させていただき

ます。ふるさとの懐か

しい内容が満載です。 

《連絡先》 

090-8924-5462栗橋 



《北通地域でも◀◀◀◀◀◀北通地区でも色々な動きがありました▶▶▶▶▶▶ 

↑9/15 デーリー東北 

←9/3 デーリー東北 

【編集後記】 

今回は私も役員を努

めている「青森県を核

廃棄物の最終処分地に

しない条例制定を求め

る県民の会」の行動を

取り上げました。十一

日の県議会で採決され

る見込みですが反対多

数で否決になるのでし

ょう。自民党議員も知

事を先頭に『最終処分

地にはしない』として

いるのに何とも不自然

です。立憲民主党の議

員の立ち居振る舞いも

気懸りです。この眼で

傍聴し、確かめたいと

思います。今回はネタ

が多すぎて大間原発問

題などの詳細は次回号

でお知らせしたいと思

います。（栗） 

 


